
令和４年８月１９日 

  

  堺        市 

 

 

堺消防署庁舎改修ほか工事の設計図書の訂正について（通知） 

 

 

堺消防署庁舎改修ほか工事の設計図書等（図面及び参考内訳明細書）について、下記の

とおり、一部訂正しますので、お知らせいたします。 

 現在、堺市入札情報公開システムに掲載されている書類は訂正済みですので、再度、ダ 

ウンロードしていただくか、お持ちの書類を訂正していただきますようお願いいたします。 

なお、開札予定日時、入札書の提出期間の変更はありません。 

ご迷惑をお掛けし、お詫び申し上げます。 

 

記 

 

１．図面の訂正 

   ・訂正箇所 

図面 A/01、A/05、A/06、A/07、A/16、A/164、A/166 

 

 ２．参考内訳明細書の訂正 

・訂正箇所 

参考内訳明細書 P12、P77、P121、P153、P2 

 

３．図面の訂正および補足説明について 

  図面の訂正後抜粋資料において、項目の訂正および補足説明を行っている部分につ

いて、雲マークで表現していますので、訂正前訂正後の図面を比較し、ご確認くださ

い。 

 

４．参考内訳明細書の訂正について 

  参考内訳明細書の、訂正抜粋資料において、項目の訂正を行っている部分について、

網掛けで表現していますので、訂正前訂正後の参考内訳明細書を比較し、ご確認くだ

さい。 



別紙1

図面№ 図 面 名 称 訂 正 箇 所 誤 正 備 考

A/01 特記仕様書（No.1) 図面内　表記内容 ガードフェンス 追記

A/05 特記仕様書（No.5) 図面内　表記内容 10ヶ所 14ヶ所 訂正

A/06 特記仕様書（No.6) 図面内　表記内容
①施工数量調査、②躯体状況調査、④モルタ
ル塗り仕上げ外壁

削除

A/07 特記仕様書（No.7) 図面内　表記内容 ②アスベスト粉じん濃度測定 削除

A/16
仮設計画図（2）（参考
図）

図面内　表記内容 62.7m、33.6m
山留図の修正、追記
54.2m、28.52m、狭小部対応型5.08m

訂正

A/164 消防訓練器具詳細図（1） 図面内　表記内容 運用荷重、構造計算の追記 追記

A/166 消防訓練器具詳細図（3） 図面内　表記内容 SUS304 Φ19ピーリング Φ22 電気亜鉛メッキ仕上 訂正

A/166 消防訓練器具詳細図（3） 図面内　表記内容 アンカーボルト　4-M16 SUS304 アンカーボルト　4-M16 溶融亜鉛メッキ仕上 訂正

A/166 消防訓練器具詳細図（3） 図面内　表記内容 通り芯ⓑ 削除

図 面 正 誤 表

工事名称：堺消防署庁舎改修ほか工事
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別紙2

明細書№ 名 称 摘 要 数 量 単 位 明細書№ 名 称 摘 要 数 量 単 位 備 考

P12 点検歩廊        ST H=1100 溶融亜鉛ﾒｯｷ           34.6 m P12 点検歩廊        ST H=1100 溶融亜鉛ﾒｯｷ           34.6 m 訂正

7行目 ｽﾁｰﾙ手摺        手摺:□-50×20×2.3             7行目 ｽﾁｰﾙ手摺        手摺:□-50×20×2.3             

直接工事費 手摺子:□-40×40×2.3 @600      直接工事費 手摺子:□-40×40×2.3 @300      

P77 山留め          鋼矢板工法(自立山留め)          1 式 P77 山留め          鋼矢板工法(自立山留め)          1 式 訂正

6行目 Ⅲ型　圧入工法                  6行目 Ⅲ型　圧入工法                  

直接工事費 根入れ:4.19 全長：7.0(頭出0.5)  直接工事費 根入れ:4.19 全長：7.0(頭出0.5)  

延L=62.7m                       延L=54.2m                       

引き抜き・運搬共                引き抜き・運搬共                

設置期間:90日程度               設置期間:90日程度               

P121 土留め          鋼矢板工法(自立山留め)          1 式 P121 土留め          鋼矢板工法(自立山留め)          1 式 訂正

6行目 Ⅲ型　圧入工法                  6行目 Ⅲ型　圧入工法                  

直接工事費 根入れ:4.08 全長：7.0(頭出0.5)  直接工事費 根入れ:4.08 全長：7.0(頭出0.5)  

延L=33.6m                       延L=28.52m                      

引き抜き・運搬共                引き抜き・運搬共                

設置期間:90日程度               設置期間:90日程度               

P121 土留め          鋼矢板工法(自立山留め)          1 式 追記

7行目 狭小部対応型　圧入工法          

直接工事費 根入れ:4.08 全長：7.0(頭出0.5)  

延L=5.08m                       

引き抜き・運搬共                

設置期間:90日程度               

P153 訓練8           STPG80A L2000                   2 か所 P153 訓練8           STPG80A L2000                   2 か所 訂正

13行目 管状支点(3階)   支点:SUS19φ 100φ              13行目 管状支点(3階)   支点:亜鉛めっき22φ 100φ       

直接工事費 直接工事費

P153 訓練9           STPG80A L2000                   2 か所 P153 訓練9           STPG80A L2000                   2 か所 訂正

14行目 管状支点(2階)   支点:SUS19φ 100φ              14行目 管状支点(2階)   支点:亜鉛めっき22φ 100φ       

直接工事費 直接工事費

P2 室内空気質測定  ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ他4物質 第三者機関    1 式 P2 室内空気質測定  ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ他4物質 第三者機関    1 式 訂正

11行目 測定数10ヶ所                    11行目 測定数14ヶ所                    

共通仮設費 共通仮設費

誤 正

参 考 明 細 書 正 誤 表
工事名称：堺消防署庁舎改修ほか工事
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５

事

工

筋

１　鉄筋

鉄

種別　※ＪＩＳ Ｇ３１１２

９　ガス圧接 適用箇所　※柱、梁の主筋

適用鉄筋　※ＳＤ３４５　　　※ＳＤ３９０　　　※Ｄ１９以上

検査　　　※超音波探傷試験　・引張試験

８　梁貫通孔補強 図示（図示なき場合標準配筋図による）

７　土間コンクリ 図示（図示なき場合D10- 2 5 0 @タテヨコ）

　　ート補強

６　壁、床版の 図示（図示なき場合標準配筋図による）

　　開口部補強

５　溶接フープ 検査　　　※引張試験（数量　各階サイズ毎に３本抜き取り）

・現場加工　・工場加工４　加工場所

３　材料試験 ※標仕 5.2 . 3による

※規格証明書　　　 　・メタルタッグの提出　　・　

２　溶接金網 網目の形状、寸法　・１５０×１５０　　鉄線の径　・６

地盤設計支持力　　（　　　）ｔ／㎡　　（長期）

　試験深さ　　設計ＧＬ－（　　　）ｍ　

　試験の方法　※敷地調査共通仕様書による。

７　試　験

４

地

業

工

事

材料　　　・切込砂利　・切込砕石　　　・再生クラッシャラン

厚さ　　　※６０㎜　　・図示　

厚さ　　　※０．１５㎜以上

　　クリート

呼び強度　※１８　　所要スランプ　※１５㎝

厚さ　　　※５０㎜　　　　　　　　・図示

４　砂利地業

６　床下防湿層

５　捨てコン

重ね枚数　（　３　）枚

適用範囲　※図示

重ね合わせ及び基礎梁際ののみ込み幅　※２５０㎜

　※図示

８　地盤改良

　最大荷重　　（　　　）ｔ　

・平板載荷試験

給水申請書を提出のこと（加入金は受注者の負担とする）

本工事に必要な工事用電力及び水等の費用は受注者の負担とする。

仮設給水の引き込みは、工事着手前に本市上下水道局と事前協議を行い、仮設

　　　　　　　　　　　　・敷地外から

　　　　　　　　　　　　・敷地外から

・工事用電力引込　　　　※敷地内既存施設からの分岐利用　　　水道引込

４　工事用電力

５　仮囲い

種別　・１号(10㎡程度)　・２号(20㎡程度)　・３号(35㎡程度)　

　　　・４号(65㎡程度)　・５号(100㎡程度)

　　　・掃除具　  　　・パソコン　　

　　　・衣類ロッカー　・冷暖房機器　・湯沸器

　　　　　消火器

備品　※　机、いす、書棚、黒板、製図板、掛時計、寒暖計

３　監督員事務所

場所 

２　仮設物の設置 ※敷地内　　・敷地外

１　仮設計画 工事に先立ち仮設計画図を作成の上監督員の承諾を得ること。２

仮

設

工

事

　　　　　ゴム長ぐつ、雨がっぱ、保護帽、懐中電灯、フルハーネス

・別紙１特記仕様書　種別　・Ａ　・Ｂ　・Ｃ　・Ｄ

・ガードフェンス H=1 , 8 0 0（頭つなぎ共）シート張り　・有　・無

８　足場その他

・特記仕様書Ｎｏ5による。７　工事用表示板

　大阪府公安委員会告示（平成27年11月2日第123号）を遵守すること。

６　安全対策 ・メッシュシート（防炎Ⅰ類）　・防音シート　・防音パネル　・朝顔

９　既存部分の養生

既存物の保管　　　　　　　　・有（※図示　・　　　）　　　・無

既存部の家具等の養生　　　　・有（※図示　・　　　）　　　・無

既存部養生　　　　※図示

10　仮間仕切り 仮設間仕切り　 　 ・設置する（※図示）　　・設置しない

　の２の（2）手すり据置方式又は（3）手すり先行専用足場方式により行うこと。

　解体又は変更の作業は、「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」

　に適合する手すり、中さん及び幅木の機能を有する足場とし、足場の組立て、

　足場を設ける場合は、「「手すり先行工法に関するガイドライン」について」

　関するガイドライン」により、「働きやすい安心感のある足場に関する基準」

　（厚生労働省　基発第0424 0 0 1号平成21年4月24日）の「手すり先行工法等に

仮設扉　　　　　　・設置する（※図示）　　・設置しない

・工事用水引込　　　　　※敷地内既存施設からの分岐利用

・安全巡視員（・常駐　　　人　・スポット延　　　人）

１　埋戻し及び

　　盛土

・Ａ種　※Ｂ種　・Ｃ種　・Ｄ種　・その他搬入土（　　　　）３

土

工

事

・水中ポンプ３インチ程度４　水替え

３　山留め ※図示

・構内指示の場所にたい積

２　建設発生土の

　　処理 

・構内指示の場所に敷き均し

・構外搬出適切処理　（自由処分）

※構外指定場所搬出適切処理（再資源化施設）

１

一

般

共

通

事

項

１

一

般

共

通

事

項

２　建築材料

一

１

般

共

通

事

項     の工法 工法による。

標仕に記載されていない特別な工法は、監督職員の承諾を受けて当該製品の指定

適用工事種別 技能検定の職種

　　の検査に伴う

　　試験　 

　　防止

「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規程」に基づき指定された建設機

械を使用する。また、「建設機械に関する技術指針」に定められた排出ガス対策

型建設機械を使用する。なお、油圧ブレーカー（ジャイアントブレーカー、アイ

受注者は材料の受入れ検査及び施工に伴う検査を自らの責任において行うこと。

又、各種試験の立会い、公共試験所へのテストピースの搬入は受注者が行うもの

とする。なお、試験費用は、受注者の負担とする。

ヨン）は、原則として使用しないこととする。

　　工事写真

　　　　　　　　　　　　　　　※１部　・（　　）部　提出

　　　　　　　　写真を撮り提出する。

現況写真　　　　工事場所及びその付近の必要と思われる箇所について着工前に

３　特別な材料

４　技能士

５　材料及び施工

６　騒音、振動の

７　記録及び 標仕1.2. 4  による他、下記写真類を併せて提出する。なお、工事写真の撮り方は

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 営繕工事写真撮影要領（平成２８年版）

・工事写真ガイドブック建築工事編による。

　　　　　　　　　　　　　　　※１部　・（　　）部　提出

工事写真　　　　各工程に沿って、日付内容その他必要事項を記入の上、順次

　　　　　　　　アルバムに整理を行う。

ホルムアルデヒド・ＶＯＣ（揮発性有機溶剤）等の放散量を最小限にするために、

　　について

　　ス症候群対策 建材・施工材（接着剤・塗料）の工程管理に留意し、作業中は室内の通風・換気

を充分に行い、ホルムアルデヒド・ＶＯＣ（揮発性有機溶剤）の空気中の濃度低

工事竣工後も建物の引継ぎをするまでの間は室内の通風・換気を充分に行うこと。

　　保管について

1 シンナー等有機溶剤の保管場所については、他の材料と区別し施錠する等

　保管管理を厳重にし盗難の防止に努めること。尚保管するときは換気に注意し、

　一定量以上保管する場合は消防法等関係法令に従うこと。

2 使用後は現場に放置することなく、速やかに持ち帰る等の処置を講ずること。

減を図ること。

　恒常的な雇用関係にある者に限る。

　　性な施工の確

    保について

　工事を施工するなど契約当事者相互間の信頼関係を損なうような行為を行わ

　ないこと。

3 特定建設業の許可を受けないで、下請代金の総額が建設業法施行令第 2条で

　要な重層下請負その他不適切な形態による下請契約により、

1 建設業法第26条及び、工事請負契約書第10条に定める受注者が工事現場に

（注）工事現場に常駐して専らその業務に従事する者で受注者と直接かつ、

2 建設業法第22条及び、工事請負契約書第 6条に違反する一括下請負い、不必

　配置しなければならない現場代理人、監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者、

　及び専門技術者については、適切な資格、技術力等を有する者を配置すること。

保証年限の起算日は契約竣工日の翌日とする。

保証書は２部提出すること。

※無し　　　　　・有り13　支給物品

14　保証

15　建築工事の適

16　シンナー等の

17　シック・ハウ

18　発生材の処理

　　　　　　　　　　　　　　　※１部　・（　　）部　提出

工事出来高写真　中間支払いを請求する場合は、出来高が明確になるように写真

　　　　　　　　を撮り提出する。

　　　取扱い

施工図等の著作権に係わる当該建築物に限る使用権は、発注者に委譲するもの

とする。

施工図の確認

設備機器の位置、取り合いなどの検討できる施工図を提出して、監督員の承諾

を受ける。

※図示　・設計ＧＬ＝ＯＰ＋

施工範囲

※図示した壁・天井の仕上げ材・下地材の切込み及び下地材の補強

※駆動装置が電動による建具類の２次配線及び操作スイッチ

※自動閉鎖装置取付け箇所の切込み及び補強

※図示した鉄筋コンクリート部分の貫通口、開口部、スリーブ等の補強 　取り合い

電子化

の小黒板情報

・受注者はデシタル工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は、「小黒板

　板情報電子化承諾願い」を提出し、監督員 の承諾を受けること。

　デジタル工事写真の小黒板情報電子化で使用可能な対象機器及び小黒板

情報の電子的記入方法・取扱い・写真の納品等については「デジタル工

事写真の小黒板情報電子化について」（堺市建築部ＨＰ掲載）によるも

のとする。

12デジタル工事写真

11　完成写真

10　施工図等の

９　設計基準線

８ 設備工事との

　定める金額（6,000  万円）以上となる下請契約を締結することはできない

　のでとくに留意すること。

本工事が公共事業労務費調査の対象工事に選定された場合は、本調査の趣旨を

理解し協力すること。なお、下請業者についても本調査の趣旨を周知し協力

するよう指導すること。

調査

この工事の施工にあたり、目的に応じて次の保険を付すること。

　第三者に与えた損害の補償
　・請負業者賠償責任保険

従業員が受けた身体障害の補償

ついて

・法定外労災補償（建設共済）又は労働災害総合保険

22　その他の保険に

23　公共事業労務費

理解し協力すること。共通費実態調査は受注者による営繕工事の実施状況

を費用の面から把握し、発注者における工事費積算に適切に反映させる

ことを目的とする。なお、調査票は監督職員から配布するものとする。

24　共通費実態調査

25　建退共について

　　び原材料の購入

　　について

26  工事の下請け及

　　被保険者　　堺市長

　　保険金額　　部分払いするときの出来高金額以上

　　保険期間　　工期プラス１か月

なお、建設工事保険、組立保険等の総合保険に加入している場合は、保険証の写

しと火災保険金の受け取りを堺市長とした保険会社発行の証明書を提出すること。

本工事が共通費実態調査の対象工事に選定された場合は、本調査の趣旨を

この工事の施工にあたり、部分払いを請求する際には、工事出来高部分に対し

火災保険を次のとおり付すること。また、保険契約締結後、速やかにその証券

を堺市長に提出すること。

　　ついて

21　火災保険に

    について

    の作成・登録 いては、コリンズ（工事実績情報システム）に基づき、実績登録用データを作

監督員に提出しなければならない。

　また、設計変更時（工期変更、請負代金額変更）及び技術者の変更時には、同

様の変更登録をしなければならない。

いずれの場合も、登録事由発生時から１０日以内（土・日曜日、祝日及び年末

年始の休日を除く。）に登録しなければならない。

施工体系図

成し、監督員の確認を受けた後に、一般財団法人日本建設情報総合センタ－（Ｊ

受注者は、受注時及び竣工時において請負代金額が500万円以上の工事につ

ＡＣＩＣ）に登録しなければならない。登録後は速やかに「登録内容確認書」を

また、上記下請契約を締結した場合、受注者は、各下請負人の工事現場における

施工の分担関係を明示した施工体系図を作成し、これを当該工事現場の工事関係

者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げなければならない。施工体系図

の記載事項等に変更があったときは、その都度、速やかに施工体系図を変更しな

ければならない。

施工体制台帳及び施工体系図の作成等に関しては、建設業法及び公共工事入札契

約適正化法の定めに従うものとするほか、施工体系図では、建設工事だけでなく

建設工事以外を請け負う下請負人(産業廃棄物及び建設発生土等処理業者(収集運

搬業者、中間処理業者、処分業者)並びに警備業者等)においても、記載すべき下

請負人の対象として扱うこととし、建設発生土等の搬出先についても、施工体系

図の中で明示するものとする。また、受注者は、すべての下請負人が記載された

施工体系図の写しを監督員に提出しなければならない。また、施工体系図の記載

事項等に変更があったときは、その都度、変更された施工体系図の写しを速やか

に監督員に提出しなければならない。

受注者は、監督員等から公共工事の施工の技術上の管理をつかさどる者の設置の

状況その他の工事現場の施工体制が施工体制台帳の記載に合致しているかどうか

受注者は、当該建設工事を施工するために下請契約を締結したときは、建設業法

及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律(以下「公共工事入札

契約適正化法」という。)の定めに従い、施工体制台帳を作成し、工事現場ごと

に備え置くとともに、その写しを速やかに監督員に提出しなければならない。

また、一度作成した施工体制台帳の記載事項等に変更があったときは、その都度、

速やかに変更された施工体制台帳の写しを監督員に提出しなければならない。

19　工事実績データ

20　施工体制台帳

工事の一部を下請けさせる場合及び原材料を購入する際は地元産業の振興と

市内業者の育成のためできる限り市内業者へ発注する。

の防止 　に基づき、墜落制止用器具を使用させる等墜落による労働者の危険を防止するための

　を行う者は、労働安全衛生規則及び安全衛生特別教育規程に基づく特別教育を受講

　具のうちフルハーネス型のものを用いて作業（※ロープ高所作業に係る業務を除く｡）

　受注者は墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、労働安全衛生規則

措置を講じること。

すること。

　202 2年1月2日以降使用する墜落制止用器具は、原則としてフルハーネス型とし、「墜

　落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン」（平成30年6月22日付け基発062 2

　第2号）の規定に従い、器具を適切に使用すること。

　高さが2m以上の箇所で、作業床を設けることが困難なところにおいて、墜落制止用器

いて

33　法定福利費につ

34　墜落による危険

仕上塗材の除去

について

（採用した品目は実績数を記載し、報告書を作成のうえ提出のこと）

よりグリーン調達やリサイクル製品の調達の一層の推進を図る必要があります。　　達品目の採用に

ついて 「堺市グリーン調達方針における公共工事特定調達品目」を本工事において市監

督員と協議のうえ、極力採用するものとする。

27　公共工事特定調 堺市グリーン調達基本方針に基づき【最新版】堺市グリーン調達方針の定めに

　と位置付けられ、労働安全衛生法第88条の3の手続きを行うこと。なお、石綿障害

　予防規則第13条に基づき穿孔等をする時は、湿潤な状態で施工すること。

　建築用仕上塗材にアスベストが含有されていた場合、労働安全衛生規則第90条5の2

　作成､発注者への報告を行うこと。なお､事前調査結果を掲示するとともに有の

　場合は作業内容も掲示すること。

　③（一社）日本アスベスト調査診断協会に登録された者

　経験を有する者

　②労働安全衛生法に基づく石綿作業主任者技能講習終了者の内石綿等の除去作業の

※工事開始前に､石綿含有建築材料の使用の有無を調査し､事前調査結果の書面の

※事前調査結果の書面の作成に当たっては、次に挙げる資格を有する者によるもの

　（平成３０年　厚生労働省、国土交通省、環境省告示第１号）

　①特定建築物石綿含有建材調査者または一般建築物石綿含有建材調査者

　とする。②は2023年9月末まで

調査･報告･掲示

29　ｱｽ ﾍ ﾞ ｽ ﾄに関する

30　ｱｽﾍ ﾞ ｽ ﾄ含有建築

3 2　施工条件その他

　受注者は契約後１４日以内に法定福利費を明示した「請負代金内訳書」を監督員に

提出し、確認を受けること。

１　工事名称

２　工事場所

Ⅰ．工事概要

５　工事範囲 1．建築主体工事　　　 　　 　2．屋外附帯工事

3．既設改修工事　　　　　　　4．撤去工事

5．その他工事

６　別途工事 1．電気設備工事　　　　　　　2．給排水衛生設備工事

3．空気調和設備工事　　　　　4．ガス設備工事

5．し尿浄化槽設備工事        6．植栽工事

7．その他工事

１　共通仕様 （１）質疑回答書、図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、全て

Ⅱ．工事仕様

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書(平成

（２）電気設備工事及び機械設備工事を本工事に含む場合は、電気設

備工事および機械設備工事はそれぞれの工事仕様書を適用する。

２　適用 特記仕様の取扱については、下記による。

（１）項目は、番号に○印の付いたものを適用する。

（２）特記事項は、・印の付いたものを適用する。

　　　・印のつかない場合は、※印の付いたものを適用する。

　　　・印と※印の付いた場合は、共に適用する。

３　設計図書の

    優先順位　　　　 

設計図書に相違がある場合、設計図書の優先順位は下記による。

1．質疑回答書　 2．現場及び机上説明書　　 3．特記仕様書

4．図面　　　　 5．各種標準図　　 　　　  6．標仕

1.　使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能を有するものとし、

その材料にＪＩＳ又はＪＡＳのマークの表示のある場合を除いて監督員の

承諾を受ける。

2.　特定のものが特記された場合は、設計図書に規定するもの又は、これら

と同等のものとする。　ただし、同等のものとする場合は、監督員の承諾を
受ける。

1 発生材の抑制、再利用、再資源化及び再生資源の積極的活用を行うこと。コンク

リート、コンクリート及び鉄からなる建設資材、木材、アスファルト・コンクリート

は「建設リサイクル法」による。　その他のものは中間処理又は最終処理施設に搬入

処理を行う。　なお、設計図書に定められた以外に、発生材の再利用、再生資源化及

び再生資源の活用を行う場合は、監督員と協議する。

2 受注者は該当工事に伴って生じた全ての建設廃棄物を自らの責任において適正に

処理しなければならない。

3 受注者は収集運搬及び処分を委託する場合は、受注者と収集運搬業者との間の契約

及び受注者と処分業者との間の２者間契約を締結し事前に許可証の写しを監督職員に

提出すること。　なお、収集運搬及び処分は受注者の責任においてマニフェストシス

テムにより適正に行うこと。　詳細等は、大阪府・大阪市・堺市・東大阪市・豊中市

・豊中市・高槻市・枚方市・八尾市発行「産業廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

のしおりによる。

4 処分方法の特記にないものについては、構外に搬出し、建設工事に係る資材の再資

源化等に関する法律、資源の有効な利用の促進に関する法律廃棄物の処理及び清掃に

関する法律、その他関係法令等によるほか、建設副産物適正処理推進要綱に従う。

　　ついて
36　概成工期に

１ 工事に伴い障害物等が発見されたときは速やかに監督員に報告し協議の

上施工する。

２ 工事現場周辺の道路は、常時清掃すること。

３ 作業時間は、原則として午前　８時から午後　６時までとする。

（夏期は午後　　時迄）

作業については日曜、祝日、第２、４土曜日、年末年始並びに盆休みは作業

を中止する。　(但し､やむを得ない場合は市監督員と協議を行う｡）

４ 地元協議がある場合はその内容を理解し尊重する。

５ 工事に伴う官公署その他の関係機関への諸手続等の費用は､受注者の負担とする。

　同一場所で別契約の関連工事が行われる場合で、監督員により労働安全衛生法

に基づく統括安全衛生管理義務者の指名を受けたときは、同法に基づく必要な

措置を講ずること。

【また、その他の関連工事請負業者は統括安全衛生管理義務者と協力とし、

工事全体の災害及び事故の防止に努めること。】

35　施工中の安全確
　　保について

　本工事は概成工期設定工事である。

令和　年　月　日までに、完成前の総合試運転調整を行うにあたり、関連工事

を含めた各工事が支障のない状態まで完了させること。

先端形状　・閉そく形　・半開放　・開放形

鉄筋の種別　　　　　　　JIS G  3 1 1 2

砂利地業の上に直接施工する場合は、目つぶし砂を敷き均すこと。

・ＳＤ３４５

・ＳＤ３９０

 ※重ね継手 ・スパイラル ・工場溶接

 ・重ね継手 ※ガス圧接 　・溶接継手

 ※ガス圧接 ・溶接継手 ・機械継手（　級）

継   手種 類 径

　Ｄ１６　以下

　Ｄ１９　以上

　Ｄ　　　以上

・ＳＤ２９５Ａ

2017. 2. 改訂

2018. 4. 改訂

2020. 4. 改訂

2021. 4. 改訂

2021. 5. 改訂

2022. 4. 改訂

1998. 5. 作成

2011. 2. 改訂

2012. 8. 改訂

2014. 1. 改訂

2014. 4. 改訂

2014.12. 改訂

2015. 4. 改訂

2016. 4. 改訂

2016. 7. 改訂

ａ　用途地域３　敷地に関する事項
　・第一種低層　　・第二種低層　　・第一種中高層　・第二種中高層

　・第一種住居　　・第二種住居　　・準住居
　・近隣商業　・商業　　　・準工業　　・工業　　　・工業専用

ｂ　防火地域

　・防火　　　・準防火　　・２２条区域

ｃ　その他の地域地区

　・市街化　　・市街化調整 ・ 

　・宅造規制　・風致　　　 ・　　　　・　   

ｄ　都市計画施設の区域

　・指定あり　（・都計道路　・都計公園　・　　　　　・　　　　　　）

　・指定なし 

ｅ　建蔽率・容積率　

　・指定建蔽率　　　　％　　・指定容積率　　　　％

４　工事建物概要

ｃ．建築面積

mｄ．延べ面積

　・指定なし　・　　　　　・　　　　　・　　　　　

60
80

2 0 0
3 0 0

f　敷地面積　3,08 6 . 4 2㎡

2

ａ．工事種別 増築・大規模な模様替え

ｂ．用途　事務所・自動車車庫（主要用途　事務所）

m
2

m
2

m
2

ｅ．構　　造     鉄筋コンクリート造　鉄骨造   

ｆ．階数　　　　　地上　　４階　地下　　０階

ｈ．軒高　　　　15.7ｍ　　　　　　　　　　ｉ．最高の高さ　　　　17.5ｍ

ｇ．棟数　　　　　３棟

    各棟建築面積及び各棟床面積他

棟名
棟別工事種別

訓練棟新築

既設庁舎

大規模な模様替え
増築

各階床面積 階数 構造建築面積

４

４

RC造

RC造

備考 

1階　3 7 . 6 8㎡
2階　3 0 . 2 5㎡
3階　3 0 . 2 5㎡

1階　5 3 6 . 2 2㎡

3階　5 1 6 . 1 3㎡

4階　1 5 6 . 2 5㎡

6 0 2 . 12㎡
2階　5 0 3 . 7 8㎡

増築車庫増築 １ S造1階　2 4 7 . 2㎡

１ S造ポンプ室 1階　 4 . 7 2㎡ 4 . 7 2㎡

１　品質計画 ※建築基準法に基づき定められる風圧区分等の適用工事

　・地表面粗度区分（・Ⅰ　・Ⅱ　※Ⅲ　・Ⅳ）

　・積雪区分　垂直積雪量　３０cm

　・風速（Ｖｏ＝３４m/s　　　）

　・８章　・９章　・１０章　・１３章　・１４章　・１６章　・１７章

分類・規格 撮影箇所数 提出部数 原板の大きさ（ｍｍ）

・

※１００×１２５以上

※２４×３６以上

※２　・６

※１　・　

※２　・　

※２　・　

・

外部（　）内部（　）

外部（　）内部（　）

外部（　）内部（　）

外部（　）内部（　）・

・カラースライド

・カラー半切木製パネル

・カラー四切木製パネル

※キャビネ版

（他に外観正面１カットのみ３枚（カラーキャビネ版）提出）

・カラー

下記のものを監督員に提出する。ただし、原板は撮影業者の保管とする。

撮影業者　※監督員の承諾する撮影業者

ただし、建築完成写真撮影の実績のある業者とする。

外部（８）内部（５０）

本工事は、中間技術検査の対象工事となる。中間技術検査は公共工事の

書類に基づいて行われる。

品質向上を図るため、工事完成時に不可視となる部分や施工上重要な段

階等において、施工中に検査を行うもので、設計図書及びその他の関係

28　中間技術検査

　　　　　　　　　　　　セメントの種類　※高炉Ｂ種　　・普通

・ラップルコンクリート　呼び強度　※１８　　所要スランプ　※8　

　　タンクリーチング試験対象工種名及び検体数

　　　　　　　工法：配合設計段階　　検体、施工後段階　　検体

　　六価クロム溶出試験対象工種名及び試験数

・六価クロム溶出試験（及びタンクリーチング試験）

※図示

　　　　　　　工法：　検体

　　　　　　　　　　　　・オールケーシング工法

杭の精度　水平方向の位置ずれ　・杭径の1/4かつ100 m m以下　　・　

継ぎ手　　建築基準法に基づく指定又は認定を受けた継ぎ手を使用し

　　　　　てよい。

掘削工法　　　　　　　　・アースドリル工法

コンクリートの種別　　　・Ａ種　・Ｂ種

鉄筋の最小かぶり厚さ㎜　※１００　

・リバース工法

工法　　　・別紙１特記仕様書による。

※別紙１特記仕様書による。

・杭載荷試験

　試験の種別　・鉛直載荷試験　・水平載荷試験

　試験の方法　※敷地調査共通仕様書による。

　最大荷重（　　　）ｔ

　（国土交通省告示第４６８号 H28 . 3 . 4）を順守する。

　　リート杭地業

２ 既製コンク

３ 場所打ちコンク　 

　 リート杭地業　　　　　 

※杭工事は「基礎ぐい工事の適正な施工を確保するために講ずべき措置」

　　　　　※認定埋込み杭工法（　　　　　　　　　　）　　　　　　構造図による

種類　　　※高強度プレストレストコンクリート杭（ＰＨＣ杭）　　　構造図による

杭頭処理　切断しない　（高止りによる切断は油圧カッターを使用） 認定工法の仕様による

認定工法の仕様による

１ 試験杭　　　　　 

　（構造図による）

・ 増築車庫1F全面、既設庁舎耐震ブレース設置部分

266. 67㎡

41. 2 8㎡

4階　1 9 . 6 4㎡

2 0 9 4 . 4 7   （うち既設部分　1712 . 3 8   ）　

　　容積対象床面積　　1652 . 92㎡　　　　　　｛容積率　53.5 6％｝

914 . 7 9   　（うち既設部分　602. 1 2　  ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛建蔽率　29.6 4％｝

堺消防署庁舎改修ほか工事

（指定棟表示看板①②（サイン詳細図（３）参照））

31年版)」（以下「標仕」という。）による。

堺市堺区出島浜通１番地内

２ １０２

3.49

１０

０．８

〔改修工事版〕

項　目章 特　記　事　項 項　目章 特　記　事　項 項　目章 特　記　事　項

特　記　事　項項　目章

　また、建退共制度対象労働者を雇用した場合については、建設キャリアアップ

システムの活用等により技能労働者等の就業状況を適切に把握し、これに基づく

履行状況について、工事完成後、速やかに掛金充当実績総括表を作成し、監督員に

提示しなければならない。

工事現場」の標識を掲示すること。

原則１ケ月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後４０

日以内）に、発注者に提出しなければならない。

該当する場合は同制度に加入し、「建退共掛金収納書届」を工事請負契約締結後

の点検を求められたときは、これを受けることを拒んではならない。

1.受注者は、建設業退職金共済制度（以下「建退共」）の主旨を理解し、建退共に

2.受注者は、工事用掲示板付近の見易いところに「建設業退職金共済制度適用事業主

現場代理人についても同様とする。）また、工事現場における運営、取締り

    期間について

　　技術者の専任の

監理技術者又は主任技術者の工事現場への専任期間及び専任を要しない期間

及び権限の行使に支障がなく、かつ、本市との連絡体制が確保されると認め

た場合には、監理技術者又は主任技術者及び現場代理人の工事現場における

常駐を要しないものとする。

マニュアルによるものとする。（専任以外の監理技術者又は主任技術者及び

については、国土交通省において定められている最新の監理技術者制度運用

31　現場代理人及び

0
原寸図

25 50 75

堺市　建築都市局　建築部

工事名称

図面名称

Ａ３縮尺

図面番号

Ａ１縮尺

堺消防署庁舎改修ほか工事

１／２ １／１

Ａ／０１

特記仕様書（No.1）

訂正前

us161
長方形
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工

他

＜書類保管箱＞

１．完成図は、発注（契約）工事ごとに工事完成時における現状を示したものであること。

２．完成図原図

　　　完成図原図は、業者（現場代理人）及び監理事務所の押印の後、提出。

　　　原設計図を修正する場合は、第２原図を作成すること。（当該図面のみ）

　　　原図、第２原図（設計図）とも提出のこと。

　　　①完成図原図

　　　　原則として、設計図を修正すること。（設備工事では、施工図の修正でもよい。）

　　　　屋外配管（設備工事）については、埋設深さ・建物等目印よりの寸法を記入すること。

　　　②施工図（外装の石、金属板張り、カーテンウォール、エレベーター等）

　　　③制御回路図（エレベーター、圧送給水システム等）

３．製本図面

　　　市確認後に完成図原図を青焼き背張製本したもの。

＜完成図作成要領＞

　　　内容（電子データで提出する図面）

サイズ Ａ４ファイル収納用

材質　 段ボール

４．施工図製本（建築工事）

　　　　各専門工事ごとに背張製本を１部提出のこと。（原図と同サイズ）

　　　仕様

　　　①製本の色（発注工事ごと）

　　　　建築（緑・ＤＢ１５０３）［Ａ・Ｓ・Ｖ］、電気（赤・ＤＢ２０１２）、

　　　　機械（青・ＤＢ２００７）［Ｊ・Ｋ・Ｍ］、ガス（黄・ＤＢ２０１４）とする。

　　　　［］内英字は工事種別です。

　　　②表紙の文字

　　　　工事名称・完成年月日・監理事務所名（自主監理は不要）・請負業者名の順に

　　　　印字する。

　　　　可能な場合は、背の部分に工事名称のみ印字する。

　　　部数は、２部（※Ａ２・原寸図）（新築住宅建設工事は３部）とする。
発注（契約）工事ごとに製本する。

8
0

□□□□□□□□□□□□工事 5
0

2
2
0

9
0

9
0

6
0
0

4
0

3
0

監理　□□□□□□□□□ 4
0

3
8
0

8
5

施工　□□□□□□□□□ 4
0

5
5

9 0 0

地色（白）

地色

日本塗料

注　１．設計監理が同一の場合は

監理

と記入する。

　　２． 常用漢字を使用し書体は角ゴシッ

クとし黒とする。

　　３．亜鉛鉄板製とし桟木を裏打ちし補

強する。

　　４．取付場所は工事用進入口の見えや

すい所に取り付けること。

工業学会

９７年版－Ｕ１７－７０Ｘ

堺市建築都市局建築部

＜工事現場用表示板＞

発注　堺市建築都市局建築部　

発注

５．機器完成図（設備工事）

　　　Ａ４版チューブファイル（表紙の記入内容は製本図面に同じ）にて２部提出のこと。

　　　内容

　　　①提出した機材使用願による主要機器。

　　　②各種試験成績表

　　　③各種検査合格書

　　　④保証書

　　　⑤保守に関する指導案内書（取扱説明書）

６．完成図電子データー

　　　①提出用メディア

　　　　ラベルには、竣工年月（西暦）・工事名称を記入すること。

　　　　ＣＤ（７２０ＭＢ）１枚に発注（契約）ごとに全図面を１枚に入れて提出する。

※こうらい芝　　　　・野芝

種類６　芝張り

※幹巻き用テープ　　・わら及びこも５　幹巻き用材料

・真砂土　　　　                  ７００ﾘｯﾄﾙ

※黒よう石系パーライト　　　　　　１００ﾘｯﾄﾙ

※ビートモス（石灰調整済ＰＨ７）　２００ﾘｯﾄﾙ

混入量（１ｍ3当り）３　土壌改良材

・客土（※真砂土　　・　　　　）※現場発生土の良質土２　植込み用土

計画地盤高まで植え込み用土で盛土を行う。

　工法Ｄ種以外の工法で、現状地盤高と計画地盤高が同一でない場合は、計画地

・図示

但し、低木は植栽範囲

・葉張りの範囲

・Ｄ種

・Ｃ種

・Ｂ種

※Ａ種

※５０

※６０

※８０

※１００・１２以上

整備範囲工法有効土層の厚さ（ｃｍ）樹木の樹高（ｍ）

樹木

※行う　・行わない ※植栽範囲　・図示※Ｂ種※２０

整備範囲工法有効土層の厚さ（ｃｍ）適用

芝及び地被類

　　整備

１　樹木の植栽基盤

・７以上～１２未満

・３以上～７未満

・３未満

22

植

栽

工

事

盤高からを有効土層とする。　ただし、計画地盤高が現状地盤高より高い場合は、

４　支柱材 ※杉の丸太　　　　・竹

７　アスファルト　

　　舗装

アスファルト ※再生アスファルト ・ストレートアスファルト

加熱アスファルト混合物の種類

区分

表層

基層

※一般地域

※密粒度アスファルト混合物（１３）

・細粒度アスファルト混合物（１３）

・粗粒度アスファルト混合物（２０）

シールコート　　　　　　　　　※行わない　　・行う（施工範囲　　　　　）

アスファルト混合物の抽出試験　※行わない　　・行う

コア抜き試験　　　　　　　　　・行わない　　※行う

車道部の基層

・有り※アスファルト舗装

舗装の種類

※無し

舗

装

工

事

６　路盤材料 ※再生クラッシャラン（ＲＣ－４０）

　クラッシャラン（Ｃ－４０）又はクラッシャランスラグ（ＣＳ－４０）

　透水性アスファルト舗装にもちいる場合は透水性の高いもの

21
１　盛り土に用いる

　　材料

・Ａ種　　※Ｂ種　　・Ｃ種　　・Ｄ種

２　遮断層及び凍上

　　抑制層の材料

遮断層　　　※川砂、海砂又は良質な山砂

４　路床土の支持力

　　比試験

※行う　　（※乱した土　　・乱さない土）

５　路床締め固め度

　　の試験

※行う

３　路床安定処理 ※添加材料による安定処理

種類　　　　・普通ポルトランドセメント　・フライアッシュセメントＢ種

添加量　　　　　　　　kg／ｍ3　（目標ＣＢＲ　※５以上　・　 　　　）

　　　　　　・生石灰（　　　　　　　）　・消石灰（　　　　　　　　）

　　　　　　・高炉セメントＢ種

部位　　舗装

８　カラー　

カラー舗装の着色骨材　　・有色骨材（焼成）

　　　　　　　　　　　　・有色骨材（樹脂被膜）

１程度以下

３～５ニート工法

塗布工法

工法 着色部の厚さ

車路及び歩行者用通路

常温系カラー舗装の構成及び厚さ（単位：mm）

アスファルト混合物の抽出試験　※行わない　　・行う９　透水性舗装

・コンクリート平板舗装10　ブロック系舗装

・舗石舗装

種類 厚さ(ｍｍ)

※小舗石（花こう岩） ※８０～１００

施工方法

※うろこ張り

基層

・品質　　ＪＩＳ　Ｋ５６６５による　※３種１号

・寸法　　幅（ｍｍ）　※１５０　　厚さ（ｍｍ）　※１.0

・施工　　溶融式　　

11　路面表示用塗料

・インターロッキングブロック舗装

※標準ブロック

・透水性ブロック

・誘導、注意喚起用ブロック

車道部　※８０

歩道部　※６０

※標準品

・

種　　類 厚さ（mm） 色彩及び表面加工等

誘導、注意喚起用は黄色

とする

　　桝

・グレーチングふた

・Ｕ字溝用

ﾒﾝﾊﾞ ｰ ﾋ ﾟ ｯ ﾁ

排水管用材料

・凹凸形

※平形

・細目

※普通目

・Ｔ－２５用

・Ｔ－２０用

・Ｔ－１４用

・Ｔ－　６用

・Ｔ－　２用

※凹凸形※細目・歩行用

・かさ上げ用

・桝ふた用

・図示

※無し

※受枠付き

・ｽﾃﾝﾚ ｽ製

・鋼製

上面形状適用荷重種類形式材質

　　　　　　　　　　　　・砂基礎（地業厚さ２０ｃｍ以上　材料　山砂の類）

車道部の排水管の敷設　　※図示

・ＶＰ　　・ＶＵ・硬質塩化ビニル管

Ｂ形（ゴム接合）※外圧管（※１種　・２種）・遠心力鉄筋コンクリート管

管形状（接合方法）管の種類材種

１　排水管

事

工

水

排

20

ボルト固定

・

・鋳鉄製マンホールふた

・密閉形（テーパー・パッキン式）

・簡易気密形（パッキン式）

・中ふた付密閉形

・Ｔ－２５用

・Ｔ－２０用

・Ｔ－１４用

・Ｔ－　６用

・Ｔ－　２用・水封形

適用荷重種類

２　排水桝及びふた

製造所

※Ｂ種３　埋戻し土

※溶融亜鉛めっき

備考

・　

仕上げ 適用荷重種類材質

・鋼板製溝ふた

・鋼製 ・溝ふた用

製造所

４　タラップ

19

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
工
事

1 5　ブラインドボッ

　　クス及びカーテ

　　ンボックス

・市販品（アルミニウム製　　押出し型材）

　溝幅×深さ（ｍｍ）　※90×150　・120×80　・120×150　・150×80

1 6　耐震スリット 方向 タイプ 耐火性能 防水性能

・垂直方向 ※完全（全貫通型）スリット ・耐火型 ・有り

17　止水板 形状　　　・差込式　　　・据置式　　　・壁張り式

製造所

19

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
工
事

　色彩　　　※Ｂ－１　・Ｂ－２（※ブラウン系　・ブラック　・ステンカラー）

・水平方向 ・非耐火型 ・無し

目的 内壁（幅×深さ） 外壁（幅×深さ）

目地材

目地寸法(㎜)

シーリング材（見え掛かりのみ）

※２０×１０

シーリング材（内外とも）

※２０×１０

製造所

屋外　　※レジンコンクリート製　・磁器又はせっ器質ﾀｲﾙ(※３００　・　  　）

27　誘導用及び注意

　　喚起用床材 　　　　・レジンコンクリート製

屋内　　※塩化ビニル製　　・磁器又はせっ器質タイル（※３００　　・　　　）

26　防煙垂れ壁 ・固定式

材質 厚さ（ｍｍ） 高さ（ｍｍ） 備考

※網入り磨板ガラス

・線入り磨板ガラス

※５００ アルミ製枠付き

・可動式

種類 材質 高さ（ｍｍ） 備考

・垂直降下式

（巻取り型）

※不燃布

（不燃認定品）

※５００

・８００

ガードレール

※固定式（壁埋込型）

・可動式（天井収納型）

・回転下降式 ※５００

・８００

表面仕上げ

※天井材張り

鋼板製又はｱﾙﾐ製

降下機構　　煙感知連動及び手動開放装置（埋込型）

25　洗面カウンター

奥行き(㎜)　・約４５０　・約６００

材種　　　　・ﾒﾗﾐﾝ樹脂化粧板張り(心材：集成材)・人工大理石(仕様　※図示)

枠の材質　　※アルミニウム製

表面の材質　※掲示板用クロス

20　鋼製書架及び

　　物品棚

種類 規格等 耐荷重による種類

・鋼製書架

・鋼製物品棚

ＪＩＳ　１０３９の規格による

ＪＩＳ　１０４０の規格による

水平荷重Ⅰ又は水平荷重Ⅱ

※１種　・２種　３種

21　かぎ箱 市販品

形式　　・３０組用　　　・６０組用　　　・１２０組用

22　くつふきマット 市販品

材質　　・塩化ビニル製（ｺｲﾙ状ｽﾃﾝ ﾚ ｽ製受枠）　・ビニル製（ｽﾃﾝﾚ ｽ製受枠）

　　　　・硬質アルミニウム製（受枠とも）　　・ステンレス製（受枠とも）

23　流し台ユニット 種類 寸法（Ｌ＝ｍｍ） 適用内容 規格・品質等

・流し台

・コンロ台

・つり戸棚

・水切り棚

※ 120 0  ・150 0  ・180 0

※  6 0 0  ・700  

※ 12 0 0  ・900   ・600

※ 12 0 0  ・900

トラップ付き

ステンレス製　※１段式　※市販品

ﾊﾞｯｸ ｶ ﾞｰ ﾄ ﾞ　※有り

※優良住宅部品

(ｾｸｼ ｮ ﾅ ﾙｷ ｯ ﾁ ﾝⅠ型）

18　天井点検口 形状　　　アルミニウム製（※額縁タイプ　・目地タイプ）

19　床点検口 形状　　　・アルミニウム製　・スチール製
　　　　　　（受け枠　※アルミ製　・ステンレス製）

製造所

製造所　　

24　屋内掲示板

※６.８

31 フェンス ・ビニル被覆エキスパンドフェンス

・樹脂塗装メッシュフェンス

・鋼管フェンス

29　旗竿

地上高さ(ｍ)　・６　　・８　　・１０　　・１２

材質　　　　　※アルミニウム合金製

形式　　　　　※テーバー型　　・同一断面型

操作方法　　　※ハンドル式　　・ロープ式

固定方法　　　・埋込式　　　　・ベース式　　　　・バンド式

製造所

30　旗竿受金物 材種　　　　　ステンレス製ＳＵＳ３０４

33　車止め支柱 ステンレス製（上下式鎖内臓型）

径１１４.3ｍｍ　ｔ＝２.5ｍｍ　Ｈ＝ＧＬ＋７００ｍｍ

※スプリング付　　　　・スプリング無し

34　収納・収納家具

ミディアムデンシティファイバーボード（ＭＤＦ）及びパーティクルボードの

ＪＩＳで定めるホルムアルデヒドの放散量の等級

※合板類のＪＡＳで定めるホルムアルデヒドの放散量の等級はＦ☆☆☆☆とする。

　※Ｆ☆☆☆☆

クリアランス　　・５０　・１００　・１５０

材質　　　　　　・アルミ　　　・ステンレス

耐火性能　　　　・有り（　　　　）・無し

3 5  エキスパンション

　・ジョイント金物

3 2　屋外掲示板 照明器具　　　※有り　　　・無し

施錠　　　　　※有り　　　・無し

製造所

　　測定

　　物の室内濃度の

揮発性有機化合物の室内濃度を測定し、厚生労働省が定める指針値以下であるこ

を確認し、監督職員に報告する。

36　揮発性有機化合

採取条件　　評価方法基準（平成１３年国土交通省告示第１３４７号）（以下

測定者　　　監督員が承諾する専門業者。

測定方法　　標価方法基準５の６ー３の（３）のロただし書きに定める測定

採取条件。

の方法。

「評価方法基準」という。）第５の６ー３の（３）のイに定める

2017. 2. 改定

2018. 2. 改定

2020. 4. 改定

2021. 4. 改定

2022. 4. 改定

1998. 5. 作成

2000.12. 改訂

2002. 5. 改訂

2004.11. 改訂

2007.12. 改訂

2011. 2. 改訂

2014. 1. 改訂

測定箇所

　　パラジクロロベンゼン（学校施設に限る）

　　スチレン、

　　エチルベンゼン、

　　キシレン、

　　トルエン、

　　ホルムアルデヒド、

　測定物質

室の床面積（A) A≦50 5 0＜A≦200 2 0 0＜A≦500 5 0 0＜A

測定箇所数 1 2 3 4

「建築材料・設備機器等性能評価事業」による

（一社）公共建築協会」

「建築材料・設備機器等性能評価事業」による

（一社）公共建築協会」

「建築材料・設備機器等性能評価事業」による

（一社）公共建築協会」

・φ２２　ステンレス製（ｗ＝４００）現場打

・φ１９　合成樹脂被覆加工

金物を取り付ける。

　内法が６００㎜を超え、かつ、深さ１.2ｍをこえる排水桝には、足掛け

凍土抑制層　※切り込み砂利　・砂　

※３００角 ※６０ ※砂

・ ・モルタル

・保水

※普通平板

・透水性平板

・保水性平板

種　　類 寸法（mm） 厚さ（mm） 目地材

・アスファルト舗装

・ 木製

・ 部分

帝人ﾌﾛﾝﾃｨｱ（株） かるカベ
ﾊﾟﾈﾙﾀｲﾌﾟ 同等品

・ 0.18 ・ ６００・ アルミ枠 不燃シート

階段下物入　簡易密閉形（簡易防水・防臭形）丸枠

２，３階　密閉形（防水・防臭形）テーパ・パッキン式　

外部　中ふた付密閉形（テーパ・パッキン式）

カネソウ　MKHY-2（丸）600φ　同等品

カネソウ　MKCY-2（丸）600φ鎖付　同等品

カネソウ　MKDY-2（丸）700φ鎖付　同等品

マンホール 訓練棟

・ 図示

１時間

・２００

・ ステンレス製タオル掛（既製品）L=60 0

・ モップ掛けフック3本掛　杉田エース163- 2 9 6同等品

37　トイレシンク

・ 硬質樹脂製コーナー保護材　ナカ工業 NS- 5 0 V同等品38　コーナーガード

39　大型鏡 ・ W90 0×H18 0 0×4枚　5mm厚 ガラス製　ミラーマット、ステンレス鏡受、
　飛散防止フィルム共　　施工箇所：トレーニング室

・ フクビ化学　UHタイプ　樹脂製　同等品以上　
　施工場所：ユニットバス、シャワーユニットのドア枠の額縁

41　ポリスチレン ・ 三昌フォームテック(株)　ネダフォームLDK4 5 5　65
　施工場所：階段室 嵩上げ用  　フォーム床下

  　地材 ｔ65

4 0　UB枠

受付無線室、トレーニング室、休憩室、食堂・厨房、女子更衣・休憩室
仮眠室（20）、事務室、署長室、相談室、会議室　　　　　　１０ヶ所

・プレキャストコンクリートふた

カネソウ（株）　3ＲＨ1440　同等品

〔改修工事版〕

特　記　事　項 項　目章 特　記　事　項項　目章特　記　事　項項　目章特　記　事　項項　目章

工事完成時に完成図、施工図、保全に関する資料及び工事関係書類を保管箱に入れ、提出すること。
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原寸図

25 50 75

堺市　建築都市局　建築部

工事名称

図面名称

Ａ３縮尺

図面番号

Ａ１縮尺

堺消防署庁舎改修ほか工事

１／２ １／１

Ａ／０５

特記仕様書（No.5）

訂正前

us161
長方形



６　シーリング ・　ＳＲ－１　ＨＭ　シリコーンシーリング材（１成分形）高モジュラス形

・　ＳＲ－１　ＬＭ　シリコーンシーリング材（１成分形）低モジュラス形

・　ＳＲ－２　　　　シリコーンシーリング材（２成分形）

・　ＰＳ－２　　　　ポリサルファイドシーリング材（２成分形）

・　ＭＳ－１　　　　変成シリコーンシーリング材（１成分形）

・　ＡＣ－１　　　　アクリルシール材

・　接着試験　　※　簡易接着性試験　　・　引張接着性試験

一

般

共

通

事

項

防

水

工

事

４

　外壁改修講習会（財団法人　建築保全センター）修了者、又は外壁改修に係る

その他の講習受講者等で下記の仕様書等の内、該当する部分の内容を熟知してい

ると市が認めた者による専任技術者を配置すること。

３　技能資格者

　　１）建築改修設計基準及び同解説

　　２）公共建築改修工事標準仕様書

　　３）建築改修工事監理指針

１

・　ＭＳ－２　　　　変成シリコーンシーリング材（２成分形）

・　ＰＵ－２　　　　ポリウレタンシーリング材（２成分形）

2 0 2 0 . 4 .　 改訂

2 0 2 1 . 4 .　  改訂

・外装薄塗材 Ｅ ・砂壁状

 仕上げの形状

・薄付け仕上

 種類  呼び名  工法

塗材 ・着色骨材砂壁状

上塗材(標仕表15.6 . 2)

 吹付け 

・内装薄塗材 Ｅ

塗材ＣＥ

・複層塗材　ＣＥ

・複層塗材　Ｓｉ

・複層塗材　Ｅ

・複層仕上塗材

・凸部処理

・ゆず肌状

・凸部処理

・ゆず肌状

・砂壁状

・ゆず肌状

・砂壁状

薄塗材　Ｅ

・可とう形外装

・外装薄塗材　Ｓ

 吹付け

 吹付け

 ローラー

 吹付け

 ローラー

 吹付け

 ローラー

 吹付け

 ローラー

 吹付け

・砂壁状

・凹凸状

・凹凸状

・凹凸状

仕上塗材

・吹付用軽量塗材 ・砂壁状

・こて塗用軽量塗材 ・平たん状

上吹5mm以上・軽量骨材

・複層塗材　ＲＥ

※シリコン

　つや有

・複層塗材　ＲＳ

耐 候 性　 　 ・耐 候 型３ 種　 　

工法欄の吹付、ローラー、こて塗は、主材の塗付けに適用する。

塗回数は、標仕 表15. 6 . 1による。

複層仕上塗材の上塗りがポリウレタン系、アクリルシリコン系、フッ素系又は

メタリック系の場合の塗付量及び塗回数は、共仕 15. 5 . 6 (m ) ( 4 ) ( i )による。

・防水型複層塗材Ｅ

提出する。

剥がれ、退色について請負者、施工者、製造者の３者連名による保証書を

薄付け仕上塗材（可とう形）　　　　　５年 

複層仕上塗材　　ウレタンエナメル　　８年 

　　　　　　　　アクリルエナメル　　５年 

薄付け仕上塗材、　　　　　　　　　　３年 

 吹付け 

・さざ波状

・可とう形複層 ・ゆず肌状

・凸部処理

 吹付け

 こて塗り 上吹3mm以上

〔　外壁改修　〕

外

壁

改

修

工

事

 　化部の除去及

 　び下地の処理

※外壁改修施工標準図１、１．外壁の処理による。

水洗い、清掃

　　工　　　程 　　　除去・下地処理工法

 １

 ２

 ３

平らに仕上げる。

旧塗膜の除去

２

３

　　工　　　程 　　　除去・下地処理工法
・超高圧水洗機工法

１ 既存塗膜及び下地

劣化部の除去

下地のひび割れ部

等の補修

下地処理

超高圧水洗機を使用し、既存塗膜及び

下地コンクリートの劣化部を除去する。

平らに仕上げる。

全面下地調整塗材でしごき塗りを行い、

外壁改修工事のひび割れ等の補修による。

なお、超高水圧による事故の防止に努める。

超高圧水洗機の加圧力は、コンクリート表面及び既存塗膜の付着強度に

超高圧水洗機を使用し、既存塗膜を除去する場合は、専門的な知識を有

する技術者の施工とする。

床版下及び厚付け仕上塗材仕上等の場合は、工程３を省略する。

より100～250 MP a程度まで可変出来るものとし、試験施工を行い監督員の

承諾を受ける。

・水洗い工法

１

２ 水洗い、清掃

　　工　　　程

外壁改修工事のひび割れ等の補修による。

粉化物、付着物等をデッキブラシ等を

用いて水洗いし除去清掃する。

除去・下地処理工法

下地のひび割れ部

等の補修

１ 清　掃

　　工　　　程

エアーブロー併用にて清掃及び脆弱部を

除去する。

汚れ、ごみ、ほこり等をデッキブラシ、

・エアーブロー工法

除去・下地処理工法

８ 既存塗膜の劣

外

壁

改

修

工

事

１　施工数量調査

　　　　・　調査図面及び数量表作成（調査数量に基づいて設計変更を行う。）

２　躯体状況調査 ※　要　　各棟毎に腰壁面、パラペット立上り面各１ヶ所　計２ヶ所

・　不要

３　コンクリート

　　打放し仕上げ

　　外壁

・ひび割れ部改修工法

　　　　・　樹脂注入工法

　　　　・　Uカットシール材充てん工法

　　　　・　シール工法

・欠損部改修工事

　　　　・　エポキシ樹脂モルタル充てん工法

　　　　・　ポリマーセメントモルタル充てん工法

　　　　※　改修仕様は外壁改修施工標準図１による。

・ひび割れ部の注入検査

　　　　・有　　　コア抜取り（ひび割れ長さ５００ｍまで３個、

　　　　　　　　　　　　　５００ｍ越える場合は５００ｍごと又は

　　　　　　　　　　　　　その端数につき１個）（径＝５０、深さ＝７０）

　　　　　　　　　コア採取部分の補修は既調合ポリマーセメント充填。

　　　　・無

４　モルタル塗り

　　仕上げ外壁

・ひび割れ部改修工法

　　　　・　樹脂注入工法

　　　　※　Uカットシール材充てん工法

　　　　・　シール工法

・欠損部改修工事

　　　　・　エポキシ樹脂モルタル充てん工法

　　　　・　ポリマーセメントモルタル充てん工法

　　　　※　改修仕様は外壁改修施工標準図１による。

・浮き部改修工法

　　　　・　アンカーピンニング全面エポキシ樹脂注入工法　

　　　　・　塗り替え工法

　　　　※改修仕様は外壁改修施工標準図１、２による。

　　　　※エポキシ樹脂　JIS A  60 2 4

　　　　※アンカーピン　ステンレス　SUS3 0 4　丸棒全ねじ切り加工

　　　　　　　　　　　　呼び径4mm、長さ60mm以上かつ

　　　　　　　　　　　　構造体コンクリートに３０ｍｍ程度入れる。

・ひび割れ部の注入検査

　　　　・有　　コア抜取り（ひび割れ長さ５００ｍまで３個、

　　　　　　　　　　　　　　５００ｍ越える場合は５００ｍごと又は

　　　　　　　　　　　　　　その端数につき１個）（径＝５０、深さ＝７０）

　　　　　　　　コア採取部分の補修は既調合ポリマーセメント充填。

　　　　・無

・浮き部注入部の検査

　　　　・有　　※打診検査　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　つき１個以上、かつ、全体で３個以上とする。）

　　　　・無

５　仕上塗材

スクレーパー等により除去する。

全面、下地調整塗材(C-2 )にてコテ塗りを行い、

脆弱化した塗膜の表面及び膨れ等を

下地調整材

高圧洗浄機(80～150 k g f / c㎡)を用いホコリ等

を洗い流し清浄な面とする。

外
壁
改
修
工
事

　　　　　　　　・引張試験（1,50 0N /本以上）

　　　　　　　　　　　　（試験体の個数は、１００㎡ごと及びその端数に

　　仕上げ外壁

・ひび割れ部改修工法

　　　　※　樹脂注入工法

　　　　・　タイル張替え工法

・欠損部改修工事

　　　　※　タイル張替え工法

　　　　・　タイル部分張替え工法

・浮き部改修工法

　　　　・　アンカーピンニング部分エポキシ樹脂注入工法　

　　　　・　アンカーピンニング全面エポキシ樹脂注入工法　

　　　　・　タイル張替え工法

　　　　・　タイル部分張替え工法

※エポキシ樹脂　JIS A  6 0 2 4

※アンカーピン　ステンレス　SUS3 0 4　丸棒全ねじ切り加工

　　　　　　　　呼び径３mm、長さ60mm以上かつ

　　　　　　　　構造体コンクリートに３０ｍｍ程度入れる

・タイル貼り目地改修工法

　　　　・　目地ひび割れ部改修工法

　　　　・　伸縮目地改修工法

・ひび割れ部の注入検査

　　　　・有　　　コア抜取り（ひび割れ長さ５００ｍまで３個、

　　　　　　　　　　　　　　　５００ｍ越える場合は５００ｍごと又は

　　　　　　　　　　　　　　　その端数につき１個）（径＝５０、深さ＝７０）

　　　　　　　　　コア採取部分の補修は既調合ポリマーセメント充填

　　　　・無

・浮き部注入部の検査

　　　　・有　　※打診検査　　　　　　

　　　　　　　　・引張試験

　　　　　　　　　　　　（試験体の個数は、１００㎡ごと及びその端数に

　　　　　　　　　　　　　つき１個以上、かつ、全体で３個以上とする。）

　　　　・無

10 撥水剤塗布 ※　特殊シラン系浸透性吸水防止剤

　　　シランコートＬ（菊水化学工業株式会社）　同等以上

　　洗い

11　既設タイル面 ・有　　・超高圧水洗機工法

　　　　・水洗い工法

　　　　・薬剤による洗い

・無

１

２

３ 水洗い、清掃

下地処理４

　　工　　　程 　　　除去・下地処理工法

外壁改修工事のひび割れ等の補修による。

除去清掃する。

粉化物、付着物等は高圧水洗い機を使用し、

ないようにする。

セメント系下地調整塗材を充填し、段差の

下地のひび割れ部

等の補修

劣化塗膜の除去

（注）高圧水洗い機は、粉化物、付着物等の除去に適したものとする。

・スクレーパー工法

脆弱化した塗膜の表面及び膨れ等を

スクレーパー等により部分的に除去した箇所を

スクレーパー等により除去する。

１

２

３ 水洗い、清掃

下地処理４

　　工　　　程 　　　除去・下地処理工法

外壁改修工事のひび割れ等の補修による。

除去清掃する。

粉化物、付着物等は高圧水洗い機を使用し、

下地のひび割れ部

等の補修

（注）高圧水洗い機は、粉化物、付着物等の除去に適したものとする。

ないようにする。

セメント系下地調整塗材を充填し、段差の

スクレーパー等により部分的に除去した箇所を

６　下地調整塗材 仕上塗材用下地調整塗材　　※JISA 6 9 1 6規格品

合成樹脂系シーラー　　　※仕上げ塗装面全面

施工箇所　外部打放し面（床版を除く）で薄付け仕上塗材、複層仕上塗材

　　　　　及び塗装等の下地

　　　　　内部打放し面で薄付け仕上塗材、複層仕上塗材、塗装及び

　　　　　クロス等の下地

工法　　　　　　　　　　　※こて　・ローラー　・吹付け

製造所　　　　　　　　　　※仕上塗材の製造所

引張試験　　　　　・有　（試験体の個数は、１００㎡ごと及びその端数につき

　　　　　　　　　・無

・有 （試験体の個数は、１００㎡ごと及びその端数につき

　　　　　　　　　・無

・有 （試験体の個数は、１００㎡ごと及びその端数につき

　　　　　　　　　・無

含水率試験

　　　　　　　　　　　　１個以上かつ、全体で３個以上とする。）

pH試験

　　　　　　　　　　　　１個以上かつ、全体で３個以上とする。）

　　　　　　　　　　　　１個以上かつ、全体で３個以上とする。）

７　仕上塗材の保証

20 1 1 . 1 1 .　作成

2 0 1 6 . 2 .　  改訂

2 0 1 7 . 2 .　  改訂

2 0 2 0 . 3 .　  改訂

※　要　・　不要（設計数量の通り。）

　　　　・　不要（別途調査、但し、調査は本工事の足場を利用する。）

　　　　φ１００コア抜取り調査仕様は外壁改修施工標準図１による。

　　　　・　アンカーピンニング部分エポキシ樹脂注入工法　

９　タイル張り

・タイル全面撤去

タイル全面撤去 磁器タイルと下地モルタルを撤去する。

全面にポリマーセメントモルタル　ｔ15で平滑にする。

特記仕様書（No３）　
15.3参照

特記仕様書（No３）　
15.5参照
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特　記　事　項 項　目章 特　記　事　項項　目章特　記　事　項項　目章特　記　事　項項　目章
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原寸図

25 50 75

堺市　建築都市局　建築部

工事名称

図面名称

Ａ３縮尺

図面番号

Ａ１縮尺

堺消防署庁舎改修ほか工事

１／２ １／１

Ａ／０６

特記仕様書（No.6）

訂正前

us161
長方形



１　事前準備

・施工要領書を監督員に提出し確認を受ける。

・石綿作業主任者を選任し、作業者に特別教育を実施する。

・看板（立入禁止）を設置し、保護マスク（ＲＳ－３・ＲＬ－３）を着用する。

２　ドリル穿孔作業

・粉じん吸込装置付ドリル（ＨＥＰＡフィルター付）を使用する。

・ドリル穿孔部の仕上塗材に水を噴霧（湿潤）し、穿孔する。

・飛散防止剤を穿孔部（切断面及び周囲）に吹付け、アンカーを打設する。

３　石綿処理

・粉じん、ＨＥＰＡフィルター、保護マスク等の袋詰めを行う。

・石綿含有廃棄物として処理する。

外壁アスベスト含有部（みなし含む）への「アンカー打設」の作業手順は、原則以下

とする。

12　アンカー打設

2020 . 3 .　作成

処理作業期間が
６日を超える場合は
６日ごとに１回測定

測定

・都道府県に登録されている作業環境測定機関

・都道府県に登録されている作業環境測定機関に属する作業環境測定士

・第一種作業環境測定士（１号登録）

・第一種作業環境測定士（１号登録・クロスチェック事業Ａランク）

Ｎｏ７

1
2
0

1
2
0

1
0
0

2
0
0

5
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0

800

工　事　用　車　両 １文字の大きさは６０ｍｍ程度

１文字の大きさは３５ｍｍ程度

１文字の大きさは４０ｍｍ程度

１文字の大きさは６５ｍｍ程度

　 　 （ 建 築 物 に 係 る 新 築 工 事 等 （ 新 築 ・ 増 築 ・ 修 繕 ・ 模 様 替 ） の 場 合 ）

（排気ダクト内でサンプリング）

測定方法

ア
　
ス
　
ベ
　
ス
　
ト
　
含
　
有
　
建
　
材
　
の
　
除
　
去
　
等

ア
　
ス
　
ベ
　
ス
　
ト
　
含
　
有
　
建
　
材
　
の
　
除
　
去
　
等

測定時期

処理作業前

処理作業中

処理作業後

施工区画周辺又は敷地境界

セキュリティゾーン入口

集じん・排気装置の排出口

施工区画周辺又は敷地境界

施工区画周辺又は敷地境界

測定場所

測定点数

処理作業室内（注）

処理作業室内（注）

処理作業室内（注）

・吹付け材等（※）

アスベスト粉じん濃度の測定方法は、「ＪＩＳＫ３８５０－１空気中の繊維状粒子測定方法ー

第1部：光学顕微鏡法及び走査電子顕微鏡法」による位相差顕微鏡法による。

・成形板

・２点

・３点

・２点

・２点

・３点

・１点

・１点

・２点

・３点

・４点

・４点

・４点

・４点

（注）：各施工箇所毎の室面積が５０ｍ2以下までは２点、３００ｍ2以下までは３点とし、

３００ｍ2を超えるものは、１００ｍ2毎に１点を追加する。

（※）：吹付け材等…吹付け材（レベル１）及び保温材・耐火被覆材・断熱材（レベル２）

・外装塗材

１　アスベスト

を含有する

・　保温材（配管エルボ）　・　ガスケット（ダクト）

＊　別途協議（図面にない該当設備が判明した場合）

測定は種類に応じて、下表のとおりとする２　アスベスト

粉じん濃度測定

・２点

＊　図示による

３　専門工事業者 ＊　アスベスト含有建材の除去を直接行う専門工事業者については、工事に相応した

技術を有することを証明する資料を監督職員に提出すること。

４　作業主任者

５　除却作業者

６　アスベスト

含有分析調査

・　行う　　・　行わない　　　＊　別途協議（図面にない建材が判明した場合）

７　解体・処分

＊　石綿障害予防規則に基づく特別の教育を受けたもので、肺機能に異常がない者とする。

＊　石綿、石綿スレート等、石綿材の解体・処分については「大阪府アスベスト対策基本方針」

､「労働安全衛生法(石綿障害予防規則)」、「大気汚染防止法」､「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律」、｢大阪府生活環境の保全等に関する条例」､国土交通省大臣官房官庁営繕

８　アスベスト

含有建材リスト

＊　石綿作業主任者技能講習修了者又は平成１８年３月以前の特定化学物質等作業主任者

の有資格者とする。

９　アスベスト

含有成形板

の処理手順

Ａ．事前調査

１．設計図書等の資料、目視及び建材中の石綿含有率の分析による調査の実施

いに関する技術指針（環境省）」等に基づき適切に行うこと。

物解体工事共通仕様書・同解説（平成２４年版）」「非飛散性アスベスト廃棄物の取り扱

部監修「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）「平成２５年度版」第９章、「建築

　　（平成３０年　厚生労働省、国土交通省、環境省告示第１号）

　①特定建築物石綿含有建材調査者または建築物石綿含有建材調査者

　②労働安全衛生法に基づく石綿作業主任者技能講習終了者の内石綿等の除去等の作業の経験を有する者

　③（一社）日本アスベスト調査診断協会に登録された者

３．事前調査結果の発注者への説明

４．事前調査結果の掲示（調査を行った者の情報、石綿含有建築材料の使用の有無・種類、

　　　　　　　　　　　　事前調査の終了年月日、事前調査方法）

Ｂ．石綿作業主任者の選任等

Ｃ．飛散防止の対策等

Ｄ．除去作業

　　特別教育を実施すること。

１．外部との空気の流通を避けるために、当該部分をシート等で塞ぐこと。

２．建物外周部で除去作業を行う場合は、解体する建物の高さ以上にシート等で囲うこと。

１．除去はアスベストを含まない内装材及び外部建具等の撤去に先がけて行うこと。

２．除去は破壊または破断を行わない方法で行うものとし、できる限り原形のまま除去すること。

１．受注者は「石綿障害予防規則」に基づき石綿作業主任者を選任すること。

２．受注者は石綿除去作業に先立ち、除去作業を行う作業者に「石綿障害予防規則」に基づく

Ｆ．除去物の処分

４．アスベスト含有成形板の運搬に当たっては、運搬車両の荷台全体をシート等で覆うこと。

１．アスベスト含有成形板は、関係法令に従い適切に処分すること。

２．マニフェストによる管理を行い、マニフェストには「石綿含有産業廃棄物」であることを

　　明示すること。

１．工事の内容等を記録するとともに、工事完了の状況を報告する。

Ｇ．施工記録・報告

Ｅ．集積、運搬等

３．除去作業は散水により常に湿潤な状態として行うこと。ただし、散水は過度に行わないこと。

４．除去作業者には呼吸用保護具、保護メガネ及び作業着を着用させること。

１．除去したアスベスト含有成形板の集積及び積込みにあたっては、高所より投下しないこと。

２．破砕等に伴い排出される粉末状や小片の非飛散性アスベスト廃棄物は、丈夫なビニール袋に

　　入れて運搬すること。

３．除去したアスベスト含有成形板を現場内で保管する場合は、シート等で覆い保管場所には、

　　アスベスト含有成形板の保管場所であることの表示を行うこと。

２．事前調査結果の書面の作成　※作成に当たっては、次に挙げる資格を有する者によるものとする。

計数分析

報告書

３部作成

建材24

Ｅ．除却作業

Ｃ．計画の届出

Ｄ．石綿作業主任者の選任等

１．作業の方法及び順序

２．石綿粉塵の発散を防止し、又は抑制する方法

３．労働者及び建物使用者等への石綿粉塵の暴露を防止する方法

　労働安全衛生法、大気汚染防止法に基づく届出

　　特別教育を実施すること。

１．受注者は「石綿障害予防規則」に基づき石綿作業主任者を選任すること。

２．受注者は石綿除去作業に先立ち、除去作業を行う作業者に「石綿障害予防規則」に基づく

Ｆ．集積、運搬、処分等

Ｇ．施工記録・報告

　　除去面に飛散防止処理剤を散布する。

１．廃石綿等を湿潤化等した後に十分な強度を有する耐水性の材料（プラスチック袋等）で二重に

　　梱包又はコンクリート固化する。

３．処分については、「特別管理産業廃棄物処分業者」に委託する。

１．工事の内容等を記録するとともに、工事完了の状況を報告する。

７．粉塵飛散抑制剤等により飛散抑制を行う。

８．呼吸用保護具（防塵マスク）、作業衣及び保護衣を使用し、吹付けアスベストを掻き落とし、

９．施工区画内の清掃及び、隔離シートの撤去

２．運搬については、廃石綿等の許可を有する「特別管理産業廃棄物収集運搬業者」に委託する。

３．受注者は「廃棄物処理法」に基づき特別管理産業廃棄物管理責任者を選任すること。

１．作業場所をそれ以外の作業場所から隔離し、当該作業に従事する者以外の者が立入ることを禁止。

２．セキュリティゾーン及び負圧・除塵装置の設置

３．作業開始前の集じん・排気装置の正常な稼働の確認及び記録

４．作業開始前の負圧の維持の確認及び記録

６．作業開始後の集じん・排気装置の粉塵計を用いた確認、記録、保存

５．作業場内の負圧の維持

Ａ．事前調査

Ｂ．作業計画

Ｃ．計画の届出

Ｄ．石綿作業主任者の選任等

　アスベスト含有建材の除却方法やアスベスト飛散防止計画等の作成

１．作業の方法及び順序

２．石綿粉塵の発散を防止し、又は抑制する方法

３．労働者及び建物使用者等への石綿粉塵の暴露を防止する方法

　　特別教育を実施すること。

１．受注者は「石綿障害予防規則」に基づき石綿作業主任者を選任すること。

２．受注者は石綿除去作業に先立ち、除去作業を行う作業者に「石綿障害予防規則」に基づく

３．受注者は「廃棄物処理法」に基づき特別管理産業廃棄物管理責任者を選任すること。

１．設計図書等の資料、目視及び建材中の石綿含有率の分析による調査の実施

２．事前調査結果の書面の作成

３．事前調査結果の発注者への説明

４．事前調査結果の掲示（調査を行った者の情報、石綿含有建築材料の使用の有無・種類、

　　　　　　　　　　　　事前調査の終了年月日、事前調査方法）

　労働安全衛生法に基づく届出

Ｆ．集積、運搬、処分等

Ｇ．施工記録・報告

１．廃石綿等を湿潤化等した後に十分な強度を有する耐水性の材料（プラスチック袋等）で二重に

　　梱包又はコンクリート固化する。

２．運搬については、廃石綿等の許可を有する「特別管理産業廃棄物収集運搬業者」に委託する。

３．処分については、「特別管理産業廃棄物処分業者」に委託する。

１．工事の内容等を記録するとともに、工事完了の状況を報告する。

Ｅ．除却作業

１．作業場所をそれ以外の作業場所から隔離し、当該作業に従事する者以外の者が立入ることを禁止。

２．はくり剤等により飛散抑制を行う。

３．除去作業者には呼吸用保護具、保護メガネ及び作業着を着用させること。

４．施工区画内の清掃及び、養生シートの撤去

Ａ．事前調査

１．設計図書等の資料、目視及び建材中の石綿含有率の分析による調査の実施

10　吹付け材等

　　 アスベスト

Ｂ．作業計画

　アスベスト含有建材の除却方法やアスベスト飛散防止計画等の作成

２．事前調査結果の書面の作成

３．事前調査結果の発注者への説明

４．事前調査結果の掲示（調査を行った者の情報、石綿含有建築材料の使用の有無・種類、

　　　　　　　　　　　　事前調査の終了年月日、事前調査方法）

　　 の処理手順

１０ｔ級以上のダンプトラック（土砂・ガラ等の排出車、アスファルト合材・砕石等の搬入車すべて対象）に

別途、監督員の指示を受けること。

工事用車両幕の仕様

※１　工事用車両幕に記載する工事名、「工事用車両」、受注者名、発注者名の字体は、ＭＳＰゴシックとする。

※２　工事名が一段で入りきらない場合は、二段で記載する。

※３　受注者名は、一段に記載する。株式会社は、㈱と記載する。建設工事共同企業体はＪＶと記載する。

※４　発注者名は、局名を記載しない。

　寸法：　縦５４０ｍｍ×横８００ｍｍ程度

　材質：　ターポリン

　表示内容：工事名称、受注者名、発注部署名

　装着枚数：１枚

　装着場所：ダンプトラックの前面

　取付方法：工事用車両幕の四隅とダンプトラックの４カ所を紐で結ぶ

　その他：工事用車両幕の四隅にハトメ（紐穴）を取付ける

１０ｔ級以上のダンプトラック（土砂・ガラ等の排出車、アスファルト合材・砕石等の搬入車すべて対象）に

より搬出入を行う場合は監督員に報告し、運搬経路について協議を行うこと。

※２

※１

※４

※３

１．適　　　用

１）　本仕様書は、公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工

２．建設副産物の処理

　　処理が計画的に行われるよう発生土処理計画書及び廃棄物処理計画書並びに発生資

　　源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を所定の様式（建設リサイクルガイドラ

　　イン）により作成し、施行計画書に含め監督員に提出、承認を得なければならない。

　　　また、建設発生土の搬出にあたっては、建設廃棄物が混入しないよう分別に努め

　　なければならない。

２）　本工事における特定建設資材廃棄物の再資源化等を行う。

特定建設資材廃棄物の

種　類

　施設の名称 　所在地

コンクリートガラ

木　材

　　スファルト・コンクリート塊、建設汚泥等の建設廃棄物の処理にあたって、適切な

アスファルトガラ

　　事実施要領（営繕）により、堺市建築部が発注する工事に適用する。

１）　受注者は、工事の施工により発生する建設発生土の処理及びコンクリート塊、ア　

　上記については、積算上の条件明示であり、処理施設を指定するものではない。

３．特定建設資材の分別解体等・再資源化等の適正な措置

　　建設資材を使用する新築工事であって、その規模が「建設工事に係る資材の再資源

　　化等に関する法律」（以下、「建設リサイクル法」という。）施行令で定める工事の種

　　適切な措置を講ずることとする。

　　　なお、本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等については、以下

　　上条件明示した以下の事項と別の方法であった場合でも変更の対象としない。

　　の条件を設定しているが、請負代金額のうち解体工事に要する費用等に定める事項

　　は、監督員と協議するものとする。

１）　本工事は、特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又は、その施工に特定

　　類、規模の基準に基づき特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の実施について

　　　ただし、工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合

　　は、契約締結時に発注者と受注者の間で確認されるものであるため、発注者が積算

　なお、受注者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。

建設発生土

工程 作業内容 分別解体等の方法

①造成等　 造成等の工事 □ 手作業

□ 手作業②基礎・基礎 基礎・基礎ぐいの工事

ぐい

□ 手作業③上部構造部 上部構造部分・外装の工事

分・外装

□ 手作業④屋根 屋根の工事

⑤建築設備・　 建築設備・内装等の工事 □ 手作業

内装等

□ 手作業⑥その他 その他の工事

□ 手作業・機械作業の併用（　　　） □ 有　　　　□ 無

工
　
程
　
ご
　
と
　
の
　
作
　
業
　
内
　
容
　
及
　
び
　
解
　
体
　
方
　
法

（注１）　適用となる事項の □ にチェックする。

①分別解体等の方法

「この特記を使用する対象工事」

・建築物の新築・増築　　　　　　　　　　　　　床面積の合計５００㎡以上

・建築物の修繕・模様替（リフォーム等）　　　　請負代金の額１億円以上

２－２）による。

②再資源化等をする施設の名称及び所在地

（注１）　新築工事では、発生量等が特定できないため、この限りでない。

　　イクル法第１８条に基づき、以下の事項を「再資源化等報告書」に記載し、監督員

　　に報告するものとする。

　　・工事名

　　・工事場所

　　・特定建設資材廃棄物の再資源化等をした施設の名称及び所在地

　　・再資源化等が完了した年月日

　　・特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用

４．再生資材

　　　本工事の施工については、次表の再生資材を見込んでいる。　品質等を確認し、

　　監督員の承認を得た上で使用に努めなければならない。

再生クラッシャラン（ＲＣ－４０） 外構部、駐車場、道路路盤材等

　再　生　資　材　名 　使　用　箇　所

２）　受注者は、特定建設資材の分別解体等・再資源化等が完了したときは、建設リサ

　　・再生資源利用実施書、再生資源利用促進実施書(建設リサイクルガイドライン様式）

下記の通り工事用車両幕を作成し取り付けること。なお、工事用車両幕の仕様における詳細については、
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等 ○○○○○○○○○○○○○工事

建設リサイクル法「分別解体の届出」＜道路交通の安全対策＞

＜工事車両幕＞

○○○○・○○・○ＪＶ

（第一工区 ）

堺市建築部

建築課又は設備課

■ 有　　　　□ 無

■ 有　　　　□ 無

■ 有　　　　□ 無

■ 有　　　　□ 無

■ 有　　　　□ 無

■ 手作業・機械作業の併用

■ 手作業・機械作業の併用

■ 手作業・機械作業の併用

■ 手作業・機械作業の併用

■ 手作業・機械作業の併用

４階外部（機械設備工事）

新光開発（株）

木材開発（株）平林工場

奥村組土木興業（株）

奥村組土木興業（株）

堺リサイクル工場

堺工場

堺市堺区大浜西町5

松原市大堀4-536-1

大阪市住之江区平林北2-6-50

堺市堺区大浜西町5

章特　記　事　項項　目章

〔改修工事版〕

特　記　事　項項　目章特　記　事　項項　目

11　吹付け材等アスベスト

（外装塗材等）

の処理手順

0
原寸図
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数量各1訓-8

数量各1管状支点（２階）　S=1/10訓-9

管状支点（３階）　S=1/10
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建築工事　細目別内訳 訂正前 12

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

【金属】        

笠木            ｱﾙﾐ製        幅275              

ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ天端用                   13.5 
ｍ

笠木ｺｰﾅｰ加算    ｱﾙﾐ製        幅275 -            

ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ天端用                   4   
か所

笠木            ｱﾙﾐ製        幅200              

ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ天端用                   153   
ｍ

笠木ｺｰﾅｰ加算    ｱﾙﾐ製        幅200 -            

ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ天端用                   8   
か所

屋上            50×90                          

ｱﾙﾐ水切         275   
ｍ

点検歩廊        ST H=1100 溶融亜鉛ﾒｯｷ           

ｽﾁｰﾙ手摺        手摺:□-50×20×2.3             34.6 
手摺子:□-40×40×2.3 @600      ｍ

点検歩廊        CHPL-4.5 溶融亜鉛ﾒｯｷ            

床板            27.5 
㎡

点検歩廊        15850×1800(4800) 鉄骨階段共    

梁:H-100×100×6×8             1   
根太:L-65×65×6 @300           か所

ｷｭｰﾋﾟｸﾙ架台床板 ｴｷｽﾊﾟﾝﾄﾞﾒﾀﾙ XG21                

14.4 
㎡

ｷｭｰﾋﾟｸﾙ架台     6360×3910 鉄骨階段共           

梁:H-200×100×6×8             

根太:L-50×50×6 @300           

階段:PL12 踏板:CHPL4.5          

溶融亜鉛ﾒｯｷ 1056㎏              1   
か所

ﾊﾞﾙｺﾆｰ          700×300 H150                   

踏台            CHPL4.5 L-40×40×3             14   
溶融亜鉛ﾒｯｷ                     か所

【左官】        

基礎天端        塗膜防水下地                    

ｺﾝｸﾘｰﾄ直均仕上  12.7 
㎡

階段段鼻        塗膜防水下地                    

ﾓﾙﾀﾙ塗り        1.3 
㎡

屋上(閉塞部)    t=20 水勾配ﾓﾙﾀﾙ下               

ﾓﾙﾀﾙ塗り        4.2 
㎡

屋上(水勾配調整) t=30 ｱｽﾌｧﾙﾄ防水下地             

ﾓﾙﾀﾙ塗り        312   
㎡

4F 屋上(撤去跡) t=20 ｱｽﾌｧﾙﾄ防水下地             

ﾓﾙﾀﾙ塗り        23.1 
㎡

屋上(撤去跡)    t=20 水勾配ﾓﾙﾀﾙ下               

ﾓﾙﾀﾙ塗り        15.5 
㎡

既設庁舎 改修 防水改修 改修

堺市役所



建築工事　細目別内訳 訂正前 77

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

根切り          総掘り                          

自立山留め内                    534   
ｍ3

床付け          総掘り                          

299   
㎡

埋戻し(A種)     -          山砂の類             

342   
ｍ3

杭間ざらい      既製ｺﾝｸﾘｰﾄ杭 φ350～600mm       

16   
本

土工機械運搬    1往復                           

1   
式

山留め          鋼矢板工法(自立山留め)          

Ⅲ型　圧入工法                  

根入れ:4.19 全長：7.0(頭出0.5)  

延L=62.7m                       

引き抜き・運搬共                1   
設置期間:90日程度               式

計

増築車庫 増築 土工

堺市役所



建築工事　細目別内訳 訂正前 121

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

根切り          総掘り                          

自立山留め内                    175   
ｍ3

床付け          総掘り                          

60.4 
㎡

埋戻し(A種)     -          山砂の類             

83.3 
ｍ3

土工機械運搬    1往復                           

1   
式

杭間ざらい      既製ｺﾝｸﾘｰﾄ杭 φ350～600mm       

8   
本

土留め          鋼矢板工法(自立山留め)          

Ⅲ型　圧入工法                  

根入れ:4.08 全長：7.0(頭出0.5)  

延L=33.6m                       

引き抜き・運搬共                1   
設置期間:90日程度               式

計

訓練棟 新築 土工

堺市役所



建築工事　細目別内訳 訂正前 153

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

人通孔ｽﾘｰﾌﾞ取付 人通孔ｽﾘｰﾌﾞ取付 φ600           

3   
か所

連通管          硬質塩ﾋﾞ管 VP100φ L300         

4   
か所

連通管          硬質塩ﾋﾞ管 VP100φ L350         

8   
か所

2・3F 訓練ｽﾍﾟｰｽ 路面表示 1000φ 線幅100         

特殊ﾏｰｸ         2   
か所

1F 危険物倉庫   1855×471×2100                 

中量棚          1   
か所

1F 危険物倉庫   2155×471×2100                 

中量棚          1   
か所

＜訓練用金物＞  

訓練1           SUS19φ D150×H120              

体験用渡過訓練  ﾘﾝｸﾞ:SUS19φ 100Φ              

ﾘﾝｸﾞ環支点      

(訓練棟側)      

1   
か所

訓練2           SUS19φ D150×H120              

体験用渡過訓練  ﾘﾝｸﾞ:SUS19φ 100Φ              

ﾘﾝｸﾞ環支点      

(擁壁側)        

1   
か所

訓練3           SUS19φ D150×H120              

訓練ﾘﾝｸﾞ環支点  ﾘﾝｸﾞ:SUS19φ 100Φ              2   
か所

訓練6           SUS19Φ 170×250                

ﾛｰﾌﾟ応用登はん  2   

上部支点        か所

訓練7           SUS19φ 170×250                

はしご登はん    1   

上部支点        か所

訓練8           STPG80A L2000                   

管状支点(3階)   支点:SUS19φ 100φ              2   
か所

訓練9           STPG80A L2000                   

管状支点(2階)   支点:SUS19φ 100φ              2   
か所

訓練用専用金物  ｽﾁｰﾙ製 L1100+5500+1100 H1100    

(訓-10)         脱着部:L723.7                   

ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺      手摺:76.3φ 支柱:76.3φ         

横桟:27.2φ                     

2   
か所

訓練11          W910×H17280                    

ﾛｰﾌﾟ応用登はん  耐水合板 t=15 下地:C75×40      1   
高さ目盛塗装共                  か所

訓練12          W3499×H12100                   

ﾎｰｽﾘﾌﾀｰ         昇降速度:8.5m/min               

6本*2*2列+4本 28本              

訓練棟 新築 ﾕﾆｯﾄその他 内部

堺市役所



共通仮設費(積上)　明細 訂正前 2

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

仮囲い          基本料 修理費含む      仮囲鉄板 

H=3.0m t=1.2㎜ w=500            1   
17ヶ月程度　51.9m　運搬共       式

仮囲い          基本料 修理費含む      ｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽ

H=1.8m ﾒｯｼｭｼｰﾄ･足場板共         1   
17ヶ月程度　102m　運搬共        式

仮囲い          A型ﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ　131m                

1   
式

ﾊﾟﾈﾙ・ｷｬｽﾀｰｹﾞｰﾄ W3.6×H1.8 1か所　17ヶ月程度    

1   
式

仮囲い撤去      万能鋼板H=3.0m　70.3m           

ｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽH=1.8m　8m             1   
式

ﾊﾟﾈﾙ・ｷｬｽﾀｰｹﾞｰﾄ ﾊﾟﾈﾙｹﾞｰﾄ　W11.0m×H4.5m　1か所  

撤去            ｷｬｽﾀｰｹﾞｰﾄ　W6.0m×H1.8m　1か所  1   
式

ｽｸﾗｯﾌﾟ控除      鉄くず5.2t                      

1   
式

安全巡視員      常駐 2人 17ヶ月                 

ｽﾎﾟｯﾄ 102人                     1   
式

楊重機器損料    25t　73日                       

1   
式

平板載荷試験    1か所                           

1   
式

室内空気質測定  ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ他4物質 第三者機関    

測定数10ヶ所                    1   
式

計

堺市役所



建築工事　細目別内訳 訂正後 12

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

【金属】        

笠木            ｱﾙﾐ製        幅275              

ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ天端用                   13.5 
ｍ

笠木ｺｰﾅｰ加算    ｱﾙﾐ製        幅275 -            

ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ天端用                   4   
か所

笠木            ｱﾙﾐ製        幅200              

ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ天端用                   153   
ｍ

笠木ｺｰﾅｰ加算    ｱﾙﾐ製        幅200 -            

ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ天端用                   8   
か所

屋上            50×90                          

ｱﾙﾐ水切         275   
ｍ

点検歩廊        ST H=1100 溶融亜鉛ﾒｯｷ           

ｽﾁｰﾙ手摺        手摺:□-50×20×2.3             34.6 
手摺子:□-40×40×2.3 @300      ｍ

点検歩廊        CHPL-4.5 溶融亜鉛ﾒｯｷ            

床板            27.5 
㎡

点検歩廊        15850×1800(4800) 鉄骨階段共    

梁:H-100×100×6×8             1   
根太:L-65×65×6 @300           か所

ｷｭｰﾋﾟｸﾙ架台床板 ｴｷｽﾊﾟﾝﾄﾞﾒﾀﾙ XG21                

14.4 
㎡

ｷｭｰﾋﾟｸﾙ架台     6360×3910 鉄骨階段共           

梁:H-200×100×6×8             

根太:L-50×50×6 @300           

階段:PL12 踏板:CHPL4.5          

溶融亜鉛ﾒｯｷ 1056㎏              1   
か所

ﾊﾞﾙｺﾆｰ          700×300 H150                   

踏台            CHPL4.5 L-40×40×3             14   
溶融亜鉛ﾒｯｷ                     か所

【左官】        

基礎天端        塗膜防水下地                    

ｺﾝｸﾘｰﾄ直均仕上  12.7 
㎡

階段段鼻        塗膜防水下地                    

ﾓﾙﾀﾙ塗り        1.3 
㎡

屋上(閉塞部)    t=20 水勾配ﾓﾙﾀﾙ下               

ﾓﾙﾀﾙ塗り        4.2 
㎡

屋上(水勾配調整) t=30 ｱｽﾌｧﾙﾄ防水下地             

ﾓﾙﾀﾙ塗り        312   
㎡

4F 屋上(撤去跡) t=20 ｱｽﾌｧﾙﾄ防水下地             

ﾓﾙﾀﾙ塗り        23.1 
㎡

屋上(撤去跡)    t=20 水勾配ﾓﾙﾀﾙ下               

ﾓﾙﾀﾙ塗り        15.5 
㎡

既設庁舎 改修 防水改修 改修

堺市役所



建築工事　細目別内訳 訂正後 77

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

根切り          総掘り                          

自立山留め内                    534   
ｍ3

床付け          総掘り                          

299   
㎡

埋戻し(A種)     -          山砂の類             

342   
ｍ3

杭間ざらい      既製ｺﾝｸﾘｰﾄ杭 φ350～600mm       

16   
本

土工機械運搬    1往復                           

1   
式

山留め          鋼矢板工法(自立山留め)          

Ⅲ型　圧入工法                  

根入れ:4.19 全長：7.0(頭出0.5)  

延L=54.2m                       

引き抜き・運搬共                1   
設置期間:90日程度               式

計

増築車庫 増築 土工

堺市役所



建築工事　細目別内訳 訂正後 121

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

根切り          総掘り                          

自立山留め内                    175   
ｍ3

床付け          総掘り                          

60.4 
㎡

埋戻し(A種)     -          山砂の類             

83.3 
ｍ3

土工機械運搬    1往復                           

1   
式

杭間ざらい      既製ｺﾝｸﾘｰﾄ杭 φ350～600mm       

8   
本

土留め          鋼矢板工法(自立山留め)          

Ⅲ型　圧入工法                  

根入れ:4.08 全長：7.0(頭出0.5)  

延L=28.52m                      

引き抜き・運搬共                1   
設置期間:90日程度               式

土留め          鋼矢板工法(自立山留め)          

狭小部対応型　圧入工法          

根入れ:4.08 全長：7.0(頭出0.5)  

延L=5.08m                       

引き抜き・運搬共                1   
設置期間:90日程度               式

計

訓練棟 新築 土工

堺市役所



建築工事　細目別内訳 訂正後 153

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

人通孔ｽﾘｰﾌﾞ取付 人通孔ｽﾘｰﾌﾞ取付 φ600           

3   
か所

連通管          硬質塩ﾋﾞ管 VP100φ L300         

4   
か所

連通管          硬質塩ﾋﾞ管 VP100φ L350         

8   
か所

2・3F 訓練ｽﾍﾟｰｽ 路面表示 1000φ 線幅100         

特殊ﾏｰｸ         2   
か所

1F 危険物倉庫   1855×471×2100                 

中量棚          1   
か所

1F 危険物倉庫   2155×471×2100                 

中量棚          1   
か所

＜訓練用金物＞  

訓練1           SUS19φ D150×H120              

体験用渡過訓練  ﾘﾝｸﾞ:SUS19φ 100Φ              

ﾘﾝｸﾞ環支点      

(訓練棟側)      

1   
か所

訓練2           SUS19φ D150×H120              

体験用渡過訓練  ﾘﾝｸﾞ:SUS19φ 100Φ              

ﾘﾝｸﾞ環支点      

(擁壁側)        

1   
か所

訓練3           SUS19φ D150×H120              

訓練ﾘﾝｸﾞ環支点  ﾘﾝｸﾞ:SUS19φ 100Φ              2   
か所

訓練6           SUS19Φ 170×250                

ﾛｰﾌﾟ応用登はん  2   

上部支点        か所

訓練7           SUS19φ 170×250                

はしご登はん    1   

上部支点        か所

訓練8           STPG80A L2000                   

管状支点(3階)   支点:亜鉛めっき22φ 100φ       2   
か所

訓練9           STPG80A L2000                   

管状支点(2階)   支点:亜鉛めっき22φ 100φ       2   
か所

訓練用専用金物  ｽﾁｰﾙ製 L1100+5500+1100 H1100    

(訓-10)         脱着部:L723.7                   

ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺      手摺:76.3φ 支柱:76.3φ         

横桟:27.2φ                     

2   
か所

訓練11          W910×H17280                    

ﾛｰﾌﾟ応用登はん  耐水合板 t=15 下地:C75×40      1   
高さ目盛塗装共                  か所

訓練12          W3499×H12100                   

ﾎｰｽﾘﾌﾀｰ         昇降速度:8.5m/min               

6本*2*2列+4本 28本              

訓練棟 新築 ﾕﾆｯﾄその他 内部

堺市役所



共通仮設費(積上)　明細 訂正後 2

名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単  価 金　　　　額 備　　　考

仮囲い          基本料 修理費含む      仮囲鉄板 

H=3.0m t=1.2㎜ w=500            1   
17ヶ月程度　51.9m　運搬共       式

仮囲い          基本料 修理費含む      ｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽ

H=1.8m ﾒｯｼｭｼｰﾄ･足場板共         1   
17ヶ月程度　102m　運搬共        式

仮囲い          A型ﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ　131m                

1   
式

ﾊﾟﾈﾙ・ｷｬｽﾀｰｹﾞｰﾄ W3.6×H1.8 1か所　17ヶ月程度    

1   
式

仮囲い撤去      万能鋼板H=3.0m　70.3m           

ｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽH=1.8m　8m             1   
式

ﾊﾟﾈﾙ・ｷｬｽﾀｰｹﾞｰﾄ ﾊﾟﾈﾙｹﾞｰﾄ　W11.0m×H4.5m　1か所  

撤去            ｷｬｽﾀｰｹﾞｰﾄ　W6.0m×H1.8m　1か所  1   
式

ｽｸﾗｯﾌﾟ控除      鉄くず5.2t                      

1   
式

安全巡視員      常駐 2人 17ヶ月                 

ｽﾎﾟｯﾄ 102人                     1   
式

楊重機器損料    25t　73日                       

1   
式

平板載荷試験    1か所                           

1   
式

室内空気質測定  ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ他4物質 第三者機関    

測定数14ヶ所                    1   
式

計

堺市役所


